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(２) 雇用調整助成金 

    景気の変動、産業構造の変化その他経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀なくされた

場合に、休業、教育訓練または出向を実施することによって、労働者の雇用の維持を図る事業

主に対して助成する。 

令和６年度   雇用調整助成金 支給件数 1,319件 

 

(３) 産業雇用安定助成金 

① 雇用維持支援コース ※令和５年 11月以降新規受付終了 

新型コロナウイルス感染症に伴う経済上の理由により事業活動の一時的な縮小を余儀なく

され、労働者の雇用を在籍型出向により維持するため、労働者を送り出す事業主および当該労

働者を受け入れる事業主に対して助成する。 

令和６年度 支給件数 12件 

 

② スキルアップ支援コース 

労働者のスキルアップを在籍型出向により行い、復帰後の賃金を出向前と比較し５％以上上

昇させた出向元事業主に対し、当該事業主が負担した出向中の賃金の一部を助成する。 

    令和６年度 計画受理件数 １件  支給件数 ０件 

   

③ 産業連携人材確保等支援コース 

景気の変動、産業構造の変化その他経済上の理由により、事業活動の一時的な縮小を余儀な

くされた事業主が、生産性向上に資する取組等のために必要な新たな人材の雇入れを行った場

合に助成する。 

    令和６年度 支給件数 ０件 
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(４) トライアル雇用助成金 

① 一般トライアルコース 

職業経験の不足などから安定的な就職が困難な求職者等を、ハローワーク等の紹介により、

無期雇用契約へ移行することを目的に一定期間試行雇用する事業主に対して助成する。 

    令和６年度 支給件数 48件 

 

② 障害者（短時間）トライアルコース 

障害者を、ハローワーク等の紹介により、継続雇用する労働者として雇用することを目的に

一定期間試行雇用する事業主に対して助成する。 

令和６年度 障害者トライアルコース     支給件数 184件 

令和６年度 障害者短時間トライアルコース  支給件数   13件 

 

③ 若年・女性建設労働者トライアルコース 

若年者（35歳未満）又は女性を建設技能労働者等として一定期間試行雇用し、トライアル雇

用助成金（一般トライアルコース又は障害者トライアルコース）の支給を受けた中小建設事業

主に対して助成する。 

    令和６年度 支給件数 ２件 
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(５) 人材確保等支援助成金 

① 雇用管理制度・雇用環境整備助成コース※令和 7年度より、新規の計画受付を再開しました。 

雇用管理制度（諸手当等制度、研修制度、健康づくり制度、メンター制度、短時間正社員制

度）の導入を通じて従業員の離職率の低下に取り組む事業主に対して助成する。 

令和６年度 認定件数 ０件  支給件数 ５件 

  

② 派遣元特例コース ※令和６年度末で廃止しました。 

    派遣元事業主が、労使協定の定めるところによりその雇用する派遣労働者を対象に、令和６

年５月 24日から令和７年３月 31日までの間で新たに賃金制度を整備又は改善した場合に、派

遣元事業主に対して助成することにより、当該労働者の雇用の安定、待遇の確保を推進するも

のです。 

    令和６年度 支給件数 ２件 

  

③ 中小企業団体助成コース 

    中小企業者を構成員とする事業協同組合等が、傘下の事業者の人材確保や従業員の職場定着

を支援するために一定の事業を行う場合に助成する。 

令和６年度 認定件数 ９件  支給件数 ９件 

  

④ 人事評価改善等助成コース ※令和 6年度末で廃止しました。 

生産性向上に資する能力評価を含む人事評価制度を整備し、定期昇給等のみによらない賃金

制度を設けることを通じて生産性向上、賃金アップと離職率の低下を図る場合に助成する。 

令和６年度 認定件数 17件  支給件数 ２件 

  

⑤ 若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（建設分野） 

    若年および女性労働者の入職や定着を図ることを目的とした事業を行った建設事業主又は

建設事業主団体、建設工事における作業についての訓練を推進する活動を行った広域的職業訓

練を実施する職業訓練法人に対して助成する。 

    令和６年度 認定件数 ４件  支給件数 14件 

  

⑥ 作業員宿舎等設置助成コース（建設分野） 

    被災三県に所在する作業員宿舎、作業員施設、賃貸住宅を賃借した中小建設事業主、自ら  

施工管理する建設工事現場に女性専用作業員施設を賃借した中小元方建設事業主、認定訓練の

実施に必要な施設や設備の設置又は整備を行った広域的職業訓練を実施する職業訓練法人に

対して助成する。 

    令和６年度 認定件数 １件  支給決定件数 １件 

  

⑦ 外国人労働者就労環境整備助成コース 

外国人特有の事情に配慮した就労環境の整備（就業規則等の多言語化など）を通じて、外

国人労働者の職場定着に取り組む事業主に対して助成する。 

令和６年度 認定件数 ０件  支給決定件数 ０件 
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(６) キャリアアップ助成金 

① 正社員化コース 

    就業規則又は労働協約その他これに準ずるものに規定した制度に基づき、有期契約労働者等

を正規雇用労働者等に転換又は直接雇用した場合に助成する。 

    令和６年度 計画認定件数 1,292件  支給件数 1,928件 

 

② 賃金規定等改定コース 

すべて又は雇用形態別や職種別など一部の有期契約労働者等の基本給の賃金規定等を３％

以上増額改定し、昇給させた場合に助成する。 

    令和６年度 計画認定件数 296件  支給件数 113件 

 

③ 賃金規定等共通化コース 

    就業規則又は労働協約の定めるところにより、その雇用する有期契約労働者等に関して、正

規雇用労働者と共通の職務等に応じた賃金規定等を新たに作成し、適用した場合に助成する。 

    令和６年度 計画認定件数 121件  支給件数 ２件 

 

④ 賞与・退職金制度導入コース 

    就業規則又は労働協約の定めるところにより、その雇用する全ての有期雇用労働者等に関し

て、賞与若しくは退職金制度又はその両方を新たに設け、適用した場合に助成する。 

    令和６年度 計画認定件数 123件  支給件数 16件 

 

⑤ 短時間労働者労働時間延長コース ※令和６年３月 31 日で廃止。当該日に行った取組まで対象 

    雇用する有期雇用労働者等について、週所定労働時間を延長することにより当該有期雇用労

働者等を新たに社会保険の被保険者とした場合に助成する。 

    令和６年度 計画認定件数 ０件  支給件数 85件 

 

⑥ 社会保険適用時処遇改善コース ※令和５年 10 月 1 日から令和８年３月 31 日までの暫定措置 

雇用する短時間労働者に、以下のいずれかの取り組みを講じた場合に助成する。 

・新たに社会保険の被保険者要件を満たし、その被保険者となった際に、賃金総額を増加さ

せる取り組み（手当支給・賃上げ・労働時間延長）を行った場合 

・週の所定労働時間を４時間以上延長する等を実施し、これにより当該労働者が社会保険の

被保険者要件を満たし、その被保険者となった場合 

令和６年度 計画認定件数 486件 支給件数 124件 
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(７) 人材開発支援助成金 

従業員に、職務に関連した専門的な知識及び技能の習得をさせるための職業訓練などを計画

に沿って実施した事業主に対して助成する。 

  

① 人材育成支援コース 

雇用する労働者に対し、（１）10時間以上の OFF-JT、（２）中核人材を育てるために実施する

OJTと OFF-JTを組み合わせた 6ヶ月以上の訓練、（３）有期契約労働者等の正社員転換を目的

として実施する OJT と OFF-JT を組み合わせた 2 ヶ月以上の訓練を行った事業主等に対して助

成する。 

令和６年度 計画認定件数 985件  支給件数 596件 

  

② 教育訓練休暇等付与コース 

 有給の教育訓練休暇制度を導入し、労働者が当該休暇を取得して訓練を受けた場合に助成す

る。 

令和６年度 計画認定件数 13件  支給件数 ６件 

  

③ 人への投資促進コース ※令和 8年度までの期間限定助成 

企業における労働者の人材育成を強力に支援するため､国民の皆さまからのご提案をもとに､

定額制訓練（サブスクリプション型）､労働者が自発的に行う訓練､デジタル人材･高度人材を

育成する訓練等の訓練を実施した事業主に対して助成する。 

令和６年度 計画認定件数 107件  支給件数 63件 

  

④ 事業展開等リスキリング支援コース ※令和 8年度までの期間限定助成 

    企業の持続的な発展や業務の効率化のため、 事業展開（新分野への進出、事業転換、業種転換、

業態転換など）に伴う人材の育成、又は 事業展開は伴わないもののＤＸ化やグリーン・カーボン 

ニュートラル化を推進していくために必要な人材の育成を行う事業主に対して助成する。 

令和６年度 計画認定件数 383件  支給件数 197件 

  

⑤ 建設労働者認定訓練コース 

    職業能力開発促進法による認定訓練を行った中小建設事業主又は中小建設事業主団体、雇用

する建設労働者に有給で認定訓練を受講させた中小建設事業主に対して助成する。 

    令和６年度 支給件数 36件 

  

⑥ 建設労働者技能実習コース 

    雇用する建設労働者に、労働安全衛生法に基づく特別教育・安全衛生教育・教習・技能講習

や、建設業法施行規則に基づく登録機関技能講習などのうち、建設工事における作業に直接関

連する実習を受講させた建設事業主または建設事業主団体に対して助成する。 

    令和６年度 支給件数 1,063件 
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(８) 早期再就職支援等助成金 ※令和６年度から名称変更 

① 再就職支援コース 

事業規模の縮小等により離職を余儀なくされる労働者等に対し、その再就職を実現するため

の支援を民間の職業紹介事業者への委託等により実施し、再就職を実現させた事業主に対して

助成する。 

    令和６年度 支給件数 １件 

 

② 雇入れ支援コース 

    事業規模の縮小等により離職を余儀なくされた労働者等を早期に期間の定めのない労働契

約を締結する労働者として雇い入れ、雇い入れ前の賃金と比較して５％以上上昇させた事業主

に対して助成する。 

    令和６年度 支給件数 15件 

 

③ 中途採用拡大コース  

    中途採用者の雇用管理制度を整備した上で、中途採用の拡大を図る事業主に対して助成する。 

    令和６年度 計画受理件数 ７件  支給件数 ０件 

 

④ ＵＩＪターンコース  

 東京圏からの移住者を雇い入れた事業主に対し、その採用活動に要した経費の一部を助成す

る。  

    令和６年度 計画認定件数 ３件  支給件数 ０件 
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（給付関係） 

（1）受給資格決定件数 

    受け付けた離職票を審査し、安定所が求職者給付を受ける資格があると決定した件数をいう 

（2）一般被保険者求職者給付（基本手当） 

    求職者給付のうち最も基本的なもので、一般被保険者が失業し、受給要件を満たしているときに支給され

る給付をいう 

（3）受給者実人員 

    求職者給付を受けた受給資格者の実数をいう 

（4）高年齢求職者給付金 

    高年齢継続被保険者が失業した場合に、基本手当に代えて一時金を支給する給付をいう 

（5）特例一時金 

    短期雇用特例被保険者が失業した場合に、基本手当に代えて一時金を支給する給付をいう 

（6）再就職手当 

    受給資格者が安定した職業に就いた場合に、一定の要件に該当したときに支給される給付をいう 

（7）常用就職支度手当 

    受給資格者、短期雇用特例受給資格者又は日雇受給資格者であって、身体障害者その他省令で定め

る就職が困難なものが安定所の紹介により安定した職業に就いた場合に、一定の要件に該当したときに

支給される給付をいう 

（8）高年齢雇用継続給付 

   ① 高年齢雇用継続基本給付金 

60 歳以上 65 歳未満の一般被保険者であって、60 歳到達時の賃金月額の 75％未満に低下した賃

金で雇用を継続されている場合に、一定の要件に該当したときに支給される給付をいう 

  ② 高年齢再就職給付金 

     60 歳以上 65 歳未満の者であって、基本手当の受給中に離職前賃金の 75％未満の賃金で再就職した

場合に、一定の要件に該当したときに支給される給付をいう 

（9）育児休業給付 

   1 歳（一定の場合、1 歳 2 ヶ月または２歳）未満の子を養育するために休業した一般被保険者であって、

一定の要件に該当したときに支給される給付をいう 

 （10）介護休業給付 

    家族を介護するために休業した一般被保険者であって、一定の要件に該当したときに支給される給付を

いう 

（11）教育訓練給付 

    一般被保険者又は一般被保険者であった者が、厚生労働大臣の指定した教育訓練を受けた場合に、一

定の要件に該当したときに支給される給付をいう 
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